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建築構造部材の弾塑性挙動の早期体験型実験

ー建築構造力学演習の改善一

1. 緒富

本プロジェクトは、 建築構造力学の初学者である建

築学科 1 年次学生に建築構造物の弾塑性挙動を早期体

験させる実験授業を開発 ・ 実施することを目的とし、

建築構造力学演習（ 1 年次・ 後期）において 100mm 角

サイズのH形断面鋼部材の弾塑性曲げ実験を行うもの

である。 なお、 本実験は、 弾性域に留まらず塑性域ま

で加力するものであり、 実施される実験の観察や実験

結果の整理 ・ 解析を通して建築構造物の非弾d性挙動の

一端を早期体験できる。 ここでは本プロジェクトの試

みを紹介する。

2. 建築構造力学演習とプロジェクトの実施概要

2.1 プロジェクトの位置付けと目的

表1に建築学科における構造力学科目群（建築構造

力学第一一第四、 建築構造力学演習） の流れを示す。

建築構造力学は学部1、 2年次に開講されており、

3年次より開講される建築構造学側構造、鉄筋コンク

リ ート構造、建築耐震構造等）の力学的基礎を学習する

ものである。 また、 同第一 一第三の学習内容は弾性解

析であり、 第四で塑性解析が登場する。

一方、 1 年次後学期に建築構造力学第二と並行する

形で開講される建築構造力学演習の実験内容は、 従来

は弾性実験に限定されていた。 これは、 実験を通して

建築構造力学第ーと同第二で学んだ力学的基礎理論を

理解することに重点が置かれていたからである。

従って、 建築構造力学演習において今回新たに弾塑

性実験を実施することは、 大学に入学して建築学を学

び始めた学生にとっては早期体験型の実験と言える。

なお、 建築構造力学第四で取り扱う建築骨組の塑性

解析は、 建築構造における耐震設計で確認する保有水

平耐力の基本的な解析法である。 本実験は、 塑性解析

法の条件である塑性ヒンジの概念を理解する上で大変

有用であり、 必要な内容である。

2.2 プロジェクト実験の内容

建築構造力学演習の最後の実験課題に今回新たに、

広幅H形鋼で作製されたはり部材模型の4点曲げ試験

を加えた。 この実験により学生は建築部材の弾性挙動

と弾塑性挙動の体験を得ることができる。

2.2.1 鋼はり試験体の作製

写真 1 に示す鋼はり試験体は H· 100x100x6x8 のサイ
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ズの圧延H形鋼から作製した。 はり試験桝オ端の支持

点部分と材中央部2点の加力部分にはスチフナが溶接

されている。 材料は SS400 でありH形鋼のフランジ部

分から採取した引張試験片（写真2）で得られた降伏強

さは 351 (N/mm2）である。

2.2.2 実験システムと測定項目

写真4,5に示すように引張試験は容量500kNの万

能試験機で実施した。

また、 写真 7 -9 に示すように鋼はり材の弾塑性曲

げ試験は容量1,000kN の万能試験機で実施した。はり

の曲げ試験における測定項目は、万能試験機の荷重（ 1 

点）、 はり試験体中央部のたわみ量（表裏2点）、 はり

試験体中央部断面の軸方向ひずみ度（表5点）である。

これら測定装置やセンサーの出力はオンラインでひ

ずみ測定機に収集し、同時に荷重・変形関係やひずみ ・

変位関係をパソコンのモニターに表示した。

なお、 写真3に示すように、 今回は液晶プロジェク

ターを用いて同様の内容をスクリ ーンに投影し、 実験

の状態を多数の学生が同時に観察できるようにした。

2.2.3 実験データーの処理方法

実験で得られた数値データはパソコンに収集し（写

真6）、表計算ソフトを用いてキャリプレーションや図

化を行った（図l, 2）。

2.3 授業の進め方

本実験に関連する授業は、（1）実験内容の説明と載荷

試験（材料の引張試験とはり材の弾塑性曲げ実験）と、

(2）実験結果の考察と弾塑性曲げ理論の解説、の2日間

に分けて週を跨いで行った。

1 週目の（1）の授業の前半（ 4 時限目）は講義室で実験

内容の説明を行い、 後半（5時限目）の載荷試験 （引張

試験 （写真 4 ）、 はり材の曲げ試験 （写真 7 ）） は構造

材料実験室に場所を変えて行った。

また、 2週目のωの実験結果の考察は、 前半（4時

限目）に、 得られた実験データを用いて材料の応力 ・ ひ

ずみ関係（図1)やはり材の荷重 ・ たわみ関係（図2)

を実際に描く作業を行い、 後半（5時限目）にはり材の

弾塑’性曲げ理論の講義を行った （図4）。

なお、 1週目の構造材料実験室における物理的な実

験は 1 名の教員で担当することは不可能である。 従っ

て、 実際は3名の技術職員の支援を受けて実施した。










